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ＩＳＯ 環 境 マ ネ ジメ ン ト シス テ ム 国 際 規 格 化 の

問 題 点 と 環 境 会 計 へ の 影 響

富 山 茂

（大阪国際大学）

Ｉ ＩＳＯ 環境 マ ネ ジメ ン ト シス テ ム １４０００ シ リ ー ズ規 格 化 の 経 緯 と 内 容

表 １ 年 度 別ＩＳＯ 環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ステ ム 規 格 な ど 発 表 の 経 緯

ｌＣＣ ＢＳ７７５０ ＥＭＡＳ ＩＳ０９０００ ＳＡＧＥ ＩＳＯ１４０００

１９８６ Ｓ０／ＴＣ１７６設 置

１９８７ ３月１Ｓ０９０００発行 ①

１９８９環境監査の意見書 ②

９９０ ２ 月 ＥＭＳ 発 表

９９１ 月設置 検討開始 ⑤

９９２ ４月ＢＳ７７５０発表 ③

９９３ ７月ＥＭＡＳ公布 ④ ＳＯ／ＴＣ２０７設 置

９９４ ２月 改訂 版発表

９９５ ４月 ＥＭＡＳ 適用

９９６ ９月１ＳＯ１４００１発行 ⑥

表 １ に お け る ① ～ ⑥ に１順 に、 そ れ ぞ れ の 規 格 設 定 の 経 緯 と 内 容 を 概 説 す る
１・２）。

① ＩＳ０９０００ シ リ ー ズ 規 格 は １９８６ 年 設 置 の ＴＣ１７６ に よ る 検 討 を 経 て １９８７ 年 ３ 月 発 行 さ れ た。

・この規格は品質保証を目的 とす るもので、 購入者、 供給者を対 象とする。

・製晶それ自体の品質を直接 的に 保証するのではなく、 当該製晶 の製造工程が適切に機能 し

て い る こ と の 保 証 に よ り、 こ の 製
造 工 程 の ア ウ ト プ ッ ト で あ る 製 品 の 晶 質 を 保 証 す る と い

う 方 式 を と る。

・ 日本 の品質管理はマネジメ ントというより は、 品質改善的
な視点で供給者の立場 で行われ

て お り、 ま た、 文 書 化 を 重 視 し て い な い 点 で ＩＳ０ ９０００ シ リ ー ズ と は 異 な る。

・ ＥＵ 圏 の 商 取 引 条 件 の 一 っ と し て 要 求 さ れ る と い う 予 想 外 の 事 態 と な っ た３）。

② １９８９ 年３月、 国際商業会議所 （ＩＣＣ） が環境監査に関 し次 のような意見書を発表 した。

・ 環 境 管 理 ツ ー ル の 一 っ と し て・ 環 境 関 連 活 動 の 管 理 に 役 立 っ。

・環境関連の組織、 管理 及び設傭がいかに機能 して いる かを 系統 的かっ文書的、 定期的、 客
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観的に評価する。

・ こ の 意 見 書 が ＩＳ０ ９０００ シ リ ー ズ の 影 響 を 受 け 文 書 化 を 重 視 し て い る こ と、 後 述 の ＢＳ

７７５０， Ｅ Ｍ ＡＳ， ＩＳＯ１４００１ に も 強 い 影 響
を 与 え て い る こ と に 注 意 し た い。

③ １９９２ 年 ４ 月、 ＢＳ７７５０ （英 国 環 境 規 格）
が 発 行。 あ ら ゆ る 業 種 規 模 の 組 織 に 適 用 さ

れ る。
’

・すでに ＢＳ５７５０（英国品質管理） を適用する企業は容易に拡張できる。

・ 当 初 の 規 格 に よ り 実 行 可 能 性 を 確 か め、
２ 年 後 に 修 正 を 加 え て い る。

・ 公 的 監 査 は 必 要 と し な い。

・ 後 述 の ＩＳ０ １４００１ の 発 行 に よ り、 ＢＳ７７５０ は そ の 中
心 規 格 と し て 吸 収 さ れ た。

④ １９９０ 年 １２ 月、 ＥＣ か ら エ コ 監 査 ス キ ー
ム （ＥＡＳ） 公 開 草 案 が 発 表 さ れ た。

・ ＥＡＳ に Ｍ （マ ネ ジ メ ン ト） を 加 え て Ｅ Ｍ ＡＳ と し １９９３ 年 ７ 月 １３ 日 公 表、 ２１ ヵ 月 後
の

１９９５ 年 ４ 月 １０ 日 か ら 規 則 の 適 用 を 開 始。 な お、 １９９３ 年 １２ 月 マ ー ス ト リ
ヒ ト 条 約 の 発 効

に よ り ＥＣ か ら ＥＵ （欧 州 連 合） と な っ た。

・ ＥＭ ＡＳ は、 法 律 （ＥＵ 規 則） で あ る
が 自 主 参 加 に 止 め、 サ イ ト を 対 象 と す る。

・ 関 連 す る 環 境 方 針、 行 動 計 画、 マ
ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の 確 立 と 実 施 を 目 的 と す る。

・環境業 績に関し企業が自己評価を行い公認環境検証人に よる 検証 を受ける

・企 業は毎年、 環境声明書を作成
して監督官庁に提出 し、 当局 はこれ

を一般に公開する。

⑥ １９９１年 ７月 設 立の環境 に関す る戦略 的ア ドバイ ザり 一 グループ （ＳＡＧＥ） が環 境管理、

環 境 保 全 に 関 わ る 標 準 設 定 に つ い て の 検 討 に 着 手。 １９９２ 年 ９ 月 設 置 の ＩＳ
Ｏ／ＴＣ ２０７ に よ り

１９９３年６月 小委員 会の幹事 国を定め 活動を 開始、 逐次そ の結果を 発表 して いる。
ただ し、

関 係 国 間 の 利 害 が 錯 綜 し、 ス ケ
ジ ュ ー ル は 遅 れ る 傾 向 に あ る。 表 ２ を 参 照 さ れ た い。

表 ２ ＴＣ２０７ 小 委 員 会 の 幹 事 国 と 完成 目 標 日、 そ の 後 の 修 正 目 標 期 日
４〕

小 委 員 会 幹 事 国 当 初 完 成 目 標 期 日 修 正 目 標 期 日

Ｅ ＭＳ 環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム 英 国 １９９４．１２ １９９６－
９

ＥＡ 環 境 監 査 オ ラ ン ダ １９９４．１２
１９９６
．
１Ｏ

ＥＬ 環 境 ラ ベ ル オ ー ス ト ラ リ ア １９９６．１ 以 降
１９９８ 初

、
方 針 そ の 他

ＥＰＥ 環 境 パ フ ォ ー マ ンス 評 価 米 国 １９９８ 以 降 未 定

ＬＣＡ ラ イ フ サ イ ク ル ア セ ス メ ン ト フ ラ ン ス １９９８ 以 降 １９９８ 初
、
方 針 の み

Ｔ ＆ Ｄ 用 語 と 定 義 ノ ル ウ ェ 未 定

⑥ １９９６ 年 ９ 月 １ 日 ＩＳＯ １４００１．
１４００４ が

、
１０ 月 １ 日 ＩＳＯ １４０１０

．
１４０１１

．
１４０１２ が 発 行 さ れ た

５）
。

（・） ＩＳＯ １４００１ と ＩＳＯ １４００４ は、 い
ず れ も 環 境 改 善 に 関 す る 方 針 の 設 定 及 び そ の 運 用 に か か

わ る組 織のマネジメ ントシステムのありかたにつ いての規格で 「継続的改善」 を目的とす

る。 な お、 環 境 マ ネ
ジ メ ン ト シ ス テ ム の 「第 三 者 認 証」 又 は 「自 己 宣 言」 に 用 い ら れ る 要

求 事 項 の 審 査 対 象 と な る の は ＩＳＯ １４００１ 規 格 の み で あ る。

ｌｂ〕 ＩＳ０ １４００１ は ＩＳ０ ９０００ シ リ ー ズ と 異 な り、 地 域 住 民、 利
害 関 係 者、 株 主 等 社 会 の 多 く

の人を 対象と するこ と及 び環 境法規 制等の 制約、 環境 影響への 配慮、 緊 急時の対 応や監
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視・測定な ど環境固有 の領 域が存在する。

１・〕 ＩＳ０ １４０１０．１４０１亘，１４０１２ に は 「環 境 監 査 の 指 針」 と し て・ 一 般 原 則・ 監 査 手 順、 環 境 監

査員のための資格基準 が示さ れている。

（ｄ） 各国とも一っの認定機関 ［日本の場合は ㈱ 日本適合性認定協会 （ＪＡＢ）］ があり、 審査

登録機関、 研修機関及 び環境審 査員 評価登録機関の審査を行う。 蕃 査登録機関は認証取得

（審査登録） を希望する組織に対 して、 その組織が構築 した環境マ ネジメ ントシステムが

審査登録の基準に適合 しているか どうか を審査する役割を有する。

１・〕 環境審査員評価登録機関は環境審査員 として公式に登録 したい希望者 に対 して、 審査員

の 資格 基準に照らして評価 し登録を行う。

皿 ＩＳＯ１４０００ シ リ ー ズ 規 格 採 用 に 関 す る 問 題 点

１． 日本 の企 業文化と制度上の問題点

１１〕 「認定機関」「審 査登 録機関」 の性格と監査の第三 者性 にか かわる問題点

・日本は先進国に はま れな 官民融合業界機構を持つ国である。 霞ヶ関周辺には主と して国か

らの補助金で運営さ れる 公益法人の事務所が林立 している。 最 近になって、 これらの団体

が海外の先進工業国を対 象に調査したが同様な組織は全く見当 たらなかったという。

・天下りは 「公務員法違反」 のおそ れがあり・ また、 業界が話 し合いの場を持てば 「独占禁

止法違反」 となる。

・日本の審査登録機関 は業界出 身者により構成される場合が多い。 しかも業界内の審査費用

には 「特別割引制度」 等の特 典もつく。 国際的な基準から見ると監査の 第三 者性が疑われ

る 可 能 性 も で て く る６）。

（２〕 相 互承認の間題

・ＩＳＯ １４０００ シ リ ー ズ 規 格 の 認 証 は 「国 際 取 引 の パ ス ポ ー ト」 と し て 世 界 に 通 用 す る と い わ

れ て い る。 し か し、 正 確 に は 「国 際 取 引 の パ ス ポ ー ト と な る 可 能 性 が あ る」 の で あ っ て、

現 状では二国間の相互承認の交渉が必要で、 日本での認証取得がそのまま自動的に全 世界

に 通 用 す る わ け で は な い。

・ＩＳ０９０００ シリー ズ規格にお ける二 国間の相 互承認の 交渉は必 ずしも順 調に進行 していな

い。 米 国 ・ ＥＵ に 比 し 日 本 の 遅 延 が 目 立 っ。

１３） 審査員の不足と 資質 の問題

・日本で は認証取 得を 急ぐあま り、 審査登録機関の認定 はしたものの審査員登録機関と審査

員研修機関の開発 が遅れてしまった。 ＩＳＯ１４０１２の要求事項 には 「個人的資質及び技能」

の６項目がある。 独立性 や客観性は当然と して、 監査員 に対 して外交性、 機転のほか、 監

査を実施する国又 は地域 の慣例 及び文化に感性をもって対応する 能力を求めている。 これ
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らの基準 は日 本人 には不得手な ものが少なく ない。 また、 短期の研修で身にっく ものでも

ない。 さ らに、 言 語が不自由な地域では利害関係の
ない通訳の支援な しには監査を実施で

き な い こ と に も 注 目 し な け れ ば な ら な い。

１４〕 審 査 コ ス ト の 間 題７）

・認証取得 に要 する審査料は審査員の実働人日をもとに計算される。 日本のサイ トで外国人

に依頼 した場 合の日単価は２０～３０万円とかなりの高額である。 従 業員 １００ 人未満でも１

週 間 程 度、 １，ＯＯＯ 人 と も な れ ば ２ ～ ３ 週 間 か
か る。

・一般 的な 審査登録料のほか、 登録審査に際 して は、 少
なく とも審査対象書類の作成、 整理、

質間書 への回 答、 イ ンタ ビュー及び次回の回答資料
の 作成、 審 査結果に沿っての点検と是

正措 置が必要になる。 その結果、
生産設備を持つサイ トでは４ ～５千万円もかかる場合が

あ る。 定 期 審 査、 更 新 審 査 の 際 は 別
途 の コ ス ト が 必 要 と な る。

２． 人的側 面がらの環境問題の検討

１９９７ 年 ６ 月 １２ ～ １４ 日、 ウ イ ー ン 郊 外 に
お い て 「地 球 環 境 間 題 の 人 的 側 面」 と 題 す る 会 議

が 行 わ れ、 全 世 界 か ら 社 会 学 者 を 中
心 と す る ４００ 人 が 出 席 し た目）。

環 境 間 題 に 対 し て は 地 球 規 模 の 視 点 か ら、 こ れ を 解 決 す る た め の 機 構、 ル ー ル、 方 針、 目 標、

資源、 資金等 を管 理／総括
す る枠組 みを策 定する 必要があ る。 基本 的な哲学

な しに 技術のみ

に依存すれば社会制度の在り方に問題を残す おそ れがある。 そこで、 今後の ビ
ジョ ンと して次

世代の生存権を含む地球環境問題をいか に解 決す べきかが論じられた。 提出された会議資料の

うち 「環境問題における１Ｏの矛盾」 を表３と して次に示す。

表 ３ 環 境 間 題 に お ける １０ の 矛 盾

１． グロ ー
バ リ ゼ ー シ ョ ン の 拡 大 （全 球 化） 世 界 土通 の 権利 な し 国 際 機 関 の 弱 体 化

２． 独 立 指 向
脱 管 理 （米 国、 低 開 発 国）

３． シ ス テ ム の 細 分 化
総 合 力の 低 下

４． 科 学 の 世 界
不 確 実 性 の 増 大 専 門 家 の 危 機

５、 長 期 問 題 の 重 要 性
短 期 問 題 と 利 益 へ の 優 先 度 指 向

６． 情 報 社 会 の 拡 大
透 明 性 と 共 通 意 識 の 不 足

７． 民 主 化 の 要 求

個 人 責 任

希 薄 な 社 会 関 与 と 参 画

犠 牲 者； き まま な 反 対 者 ・ 日 和 見

８． 公 権 力
の 介 入 要 求

集 団 保 障 富 の 再 配 分

財 政 破 綻

９． 自 由 化 多 様 化 地 方 化 要 求 公 平 と 連 帯 は 依 然 と し て 重 要

１Ｏ． 成 長 ・ 雇 用 ・ 経 済 発 展 の 重 要 牲 増 大 す る 環 境 へ の 配 慮

脱 物 質 価 値 観 と 新 し い 社 会 関 係

環境間題 には多く の矛盾が存在し容易には解決できない。 いかに妥協点を発見する
かにっい

て基本 的な討 論が行われた。 たとえば産業廃棄物の場 合でも、 自治体による施設の
設置に地域

住民 が反 発す る例 が多い。 Ｃ０２の排出と地球温暖 化との関係は科学
的に未解決の問題を含み米
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国で も有効な対 策を講じられない状況にある９）。 解決にはいかなる枠組みが必要なのか、 社会

学 的 視 点 を 含 め て 検 討 す べ き テ ー マ が 多 い こ と に 気 付 く。 ひ る が え っ て 考 え る と、 日 本 の 環 境

間題へ の取 組みは公害技術に偏りす ぎる嫌いがある かもしれない。 こうした反省を含め、 次章

で は環境マ ネジメ ント規格の採用と運用についての 実務 的な 検討の後、 環境会計の側面に重点

を置いて 考察し結びとする。

皿 ＩＳＯ 規格取 得の動 向と環境会計への影讐

１． 米国及ぴ日本の環境活動とＩ
ＳＯ 規格との関係

① 米 国の環境活動におけるＩＳＯ 規格の立場 川）

１。） 米国は修正スーパーファ ンド法、
大気浄 化法、 水質汚濁防止法をは じめ多くの環境関連

法律を整備し毎年のように改善を重ねてい る。 環境関連の調査、 分析、 浄化技術 は世界最

高の水準にあり、 多くの面で継続
的改善を 実現している。 国内では、 さらに厳 しい環境

パ

フ ォ ー マ ン ス を 追 究 す る プ ロ ジ ェ ク ト を 個 々 の 企 業 ま た は 団 体 と 提 携 し て 試 験 的 に 実 施 し

つ つ あ る。

（ｂ） 米国の環境情報は各地の規制当局に報 告さ れデータペース化されており、 国民 は
知る 権

利 に基づきその情報にアクセス出来る。 一 方環境法規制は違反に対 しては訴訟を
重 視し、

高額の罰金、 拘禁刑を課す傾向にあり、 環 境上の責任は企業経営者に
止ま らず、 自治体 の

最 大 の 関 心 事 と な っ て き た。

ｌｃ〕 米 国 は ＩＳＯ １４０００ シ リ ー ズ 規 格 を 具 体 的 に 検 討 す る ＴＣ ２０７ に お け る 環 境 パ フ ォ ー マ ン

ス 評 価 担 当 の 幹 事 国 で も あ る が、 ＩＳ０ 環 境 マ ネ
ジ メ ン ト シ ス テ ム 規 格 へ の 関 心 は 高 い と は

い え な い。 た と え ば 環 境 情 報 の
パ フ ォ ー マ ン ス 評 価 の 開 示 に は 反 対 の 立 場 を と る。 情 報 の

開示が新たな訴訟の原因 を生 み出すおそれがあるのが最大の原因と見 られる。

ｌｄ〕 しか しなが ら、 米国 でも多国籍大企業の
立場はこれと異なる。 これらの企業は１９９６年

半 ばか らは海外 の顧客か らＩＳＯ 環境マ ネジメ ントシステ ム規格を要 求される として認 証

取 得 に 動 き だ す こ と に な っ た。

ｌｅ〕 ９７ 年 ５ 月 現 在、 認 証
を 獲 得 し た 会 社 は ２４ 社 で、 業 種 別 に 見 る と、 化 学 メ ー

カ ー が ト ッ

プ で 次 に 電 子 産 業 が 続 く。 １，
３００ 社 以 上 が 準 備 中 と い う１２）。

（ｆ〕 環境 法規制に対す る意識の変化

・企業 はこ の規 格の導入によって、 自社の産業施設の操業に かかわる環境規制
を環境工学

技師や専 門家 に任せて対処する従来の受け身の体制方 法か ら、
全社をあげて環境保護に

積極 的に 取り 組み、 環境規制を守るだけでなく、 企業 独自の努
力目標を掲げ、 公表し、

達 成 に 努 力 す る こ と を 迫 ら れ る こ と に な ろ う。

・ この ことは社員各自が、 環境問題を自分達の問題 として日常
的に捉えるという意識改革
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と企業文化 の刷 新をも意味する。

・ＩＳＯ１４００１規格取得 の動きが加速 し、 米国 企業の環境保護 への自主努力が本格化 すれ
ば、

規制当局が企業 に一 方的に環境規制を押しっける従来のやり方 は、 自主 努力 に水をさ す

と して変更を迫 られるとの見方もある。

② 日本におけるＩＳＯ１４０００ シリー ズ規格取得企業及び監査人の立場

・ 日 本 に お け る ９７ 年 ８ 月 末 現 在 の 規 格 取 得 企 業 は ３９０ と い う。 業 種 別 に は 電 気 機 械、
一 般

機械、 化学工業、 精密機械、 石 油製品、 輸送用機械と続く。 米国の動向が明 らかに
なっ た

現 在、 わ が 国 の ＩＳＯ １４０００ シ リ ー ズ 規 格 へ の 関 心 は さ ら に 高 ま る も の と 思 わ れ る。

・ 我 が 国 に お い て は、 審 査 登 録 ・ 運 用 に 関 連 し て 相 当 額 の コ ス ト が 発 生 す る 以 外 に 多 く の 問

題 が あ る こ と を 前 述 し た。 コ ス ト の 吸 収 に つ い て い え ば、 企 業 内 の 環 境 努 力 に 加 え て、 規

格認証の過程で獲得 したノウハウを 社内外で適用 できないか検討すべきである１３〕。

・一方、 最近における我が国の環境実 務には次に示すように微妙な変化が出てきたようであ

る。 認証企業 はＩＳＯ１４０００規格 の認 証審査に際し詳細に実施した自社環境の検討により、

視点を拡大することによって積極 的な環 境改善が可能となることに気付いたのかも しれな

い。 １っ は地域を核とする （資本系列外の） 企 業
グループ提携による ＬＣＡ 的な物質収支

改善の動きであり、 １つは組織による資 材調
達における活動で、 環境への悪影響を未然に

防止するとともにリサイク ルの容易な原 料への転換である。 他の１っは廃棄物の輸送にか

か わ る 環 境 物 流 業 の 新 規 創 出 の 動 き で あ る１４）。

・ こ れ ら は 廃 棄 場 の 枯 渇 や 当 局 に よ る 規 制 強 化 に 対 応 す る 活 動 で も あ る が、 ＩＳＯ １４００１ 規 格

認証企業を核とする従来と異なる企業提 携の 促進は、 結果的にグルー プの構成員すべてが

地球環境の改善に寄与できるとと もに、 認証 企業における審査関連コストの増加はあって

も、 大 局 的 に は コ ス ト
ダ ウ ン の 恩 恵 を 受 け る こ と に な る。

・ 一方、 前
述の革新的環境業務の実現に は、 最 新情 報技術の活用 が関連することにも注意 し

な け れ ば な ら な い。 た と え ば ＬＡＮ， Ｗ ＡＮ、 イ ン ト ラ ネ ッ ト を
べ 一 ス と す る ＥＤＩ や ク ラ

イ ア ン ト サ ー バ ー な ど が 日 常 的 に 利 用 さ れ る こ と に な 孔 さ ら に、 後 述 す る よ う に 業 務 な

いし監査 が環境情報システムによって運営さ れる ものとすれば、 環境
監査人には情報シス

テ ム 監 査 人 と 同 様 の 知 識 ・ 能 力 を 有 す る こ と が 要 求 さ れ る。 場 合 に よ っ て は 情 報 シ ス テ ム

監査 人との共同作業も考慮する必要があろう１５〕。

・ さらに、 監 査人 は監査に 際し独立 性
と客 観性を厳 密に 維持する とと もに、 対人関係 資質

（外交性・機転・聞取り能力な ど） の向上、 さ らには海外 での監査の際は言語力を含め慣

例及 び文 化に感受性をもって対応する能力の保持 に努 める ことが必要になる。

２． 環
境 情 報 シ ス テ ム パ ッ ケ ー ジ と そ の メ リ ッ ト

環境情報 システムの構築には相当以上の工数とコス トが かかる。 この工数を削減する目的で
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幾 つ か の パ ッ ケ ー ジ が 市 販 さ れ て い る。 次 に 事 例 の 一 つ を 紹 介 す る
１６〕
。

① パッケー ジ化対 象の 項目と概要

・ 環 境 管 理 マ ニ ュ ア ル ： パ ッ ケ ー ジ は 多 く の 実 例 を 中 心 に 構 成 さ れ て お り、 こ れ を 利 用 す
れ

ば規格の要 求す る手 順と環境管理マニュアルが容易に作成 でき る。

・環境影響評価： 規格 の要求する環境影響評価を実施するた め、 関係 する 基礎資料作成、 環

境影響評価 のリ ストアップを行い、 その結果に
基づき環境 目的・目標を作成す 乱

・ 内 部 環 境 監 査 ： 手 順 を ６ っ に 区 分 し、 簡 単 な 入 力 に よ り
確 実 な ア ウ ト プ ッ ト を 提 供 す る。

・環境 データ 運用 管理：データの解析のために関連する 大量 デー タを一元管理す 乱

・文書管 理： 規格 で要求する極めて高度の文書管理 レベ ルに 応え、 文書を必要な部署で適確

に 管 理 す る た め、 た と え ば ＬＡＮ を 構 築 し シ ス テ
ム の ワ ー ク フ ロ ー 機 能 を 利 用 す る。

② 効 果の予 測

こ の 場 合 の 導 入 効 果 を 試 算 し た と こ ろ、 モ デ ル
と し た 工 場 の 実 績 工 数 ４，４５９ に 対 し、 導 入

工場 の工数は２，０９３で おお むね半分に削減で
きた由。 さ らに環境管理業務の支援を行うタス

ク フ ォ ー ス に 対 し て も 顕 著 な 工 数 削 減 が あ っ た と い う。 こ の ほ か 関 係 者 の 理 解
が 深 ま り、 短

期 のシステム導入が可能となること も効果 に算 入してよいと思われ 孔

３． 環境会計が環境マネ ジメ ントシステ
ム 規格 に与えた影讐

① 英国の環境会計と ＢＳ７７５０との関係

１・〕 英国における環境会計の発展

英 国 の 環 境 会 計 は １９８０ 年 代 後 半 か ら 発 展 し て き た が、 こ こ で は ミ ク ロ レ
ベ ル で の 環 境 会

計 シ ス テ ム の 主 唱 者 で あ る グ レ ィ に 焦 点 を 当 て る。 グ レ ィ は １９９
０ 年 に 「環 境 資 産 会 計 と そ

の 維 持 シ ス テ ム」 を 緊 急 に 展 開 す る 必 要 性 を 説 き、 さ ら に １９９３ 年 に は
“Ｔｈｅ Ｇｒｅｅｎｉｎｇ ｏｆ

Ａ ㏄ｏｕｎｔａｎｃｙ，Ｐａｒｔｌ
ゴ を 発 表 し て い る。 こ の な か で 環 境 会 計

か ら 持 続 的 維 持 会 計 に 至 る ま

での段階的発展や報告 システムの問題を取り上 げている。 とくに環境報告 の実 施ステッ プを

次 の よ う に 展 開 し て い る こ と に 注 目 し た い。

・環境方針の 表明

表明方 針に対す る遵守度のモニタリ ング

表明方 針を 遵守していることの表明

・計画の 設定と組織構造

環境 感度を上げるために企業内で実施される構 造面 ・責 任面の変更

環境活動計画

地 域環 境グルー プとの対話、 地域との協力 関係 計画

・環 境保全活動の実施

実施状況を時系列比較や グラフ化 して 開示 する
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（ｂ） ＢＳ７７５０ は １９９２ 年 ３ 月 発 表 さ れ た が 次 の よ う に １Ｏ の 要 素 に 区 分 さ れ て い る。

・ 方 針 設 定

・環境影響の評価登録

・管理計画策定

・ 運 営 管 理

・ 監 査

・ 組 織 編 成

・ 目 的 ・ 目 標 の 設 定

・ 管 理 マ ニ ュ ア ル の 策 定

・ 記 録

・ 審 査

（。） グ レ ィ の 論 説 と ＢＳ７７５０ の 関 係

詳細論 述は省 略する が、 英国の 環境 会計
とく に グレィの 論説が ＢＳ７７５０に影響 を及 ぼ

し て い る こ と は、 お
お よ そ 理 解 で き る と 思 わ れ る。

② ゾ チ ァ ル ビ ラ ン ッ ・ エ コ ビ ラ ン ッ と Ｅ Ｍ ＡＳ と の 関 係１７）

（・〕 ド イ ツ 企 業 の 環 境 情 報 の 開 示 は、 ゾ チ ア ル ビ ラ ン ツ の 表 題 で ７０ 年 代 か ら ８０ 年 代 の 半 ば

ま で壮 大に行われたが、 社会コストの内部化 の不十分性や客観データの欠如等もあって、

次第にその 信頼性の確保ができなくなり、 実 践企 業の多く は環境情報を含め ゾチアル ビラ

ン ッ の 開 示 を 取 り や め た。 こ の 経 験 を 教 訓 と し て １９８６ 年 新 た な 情 報 手 段 と し て エ コ ビ ラ

ンッが開発さ れたが・ さらに修正を加え発展を続 けて い 孔 現在 ドイ ツを中心とする先進

企業の環境報告 書・ 環境声明書の多くはエコ ビラ ンッ 情報を中核としてい 孔

１ｂ〕 ＥＭ ＡＳ と ＢＳ ７７５０ と の 相 違

Ｅ Ｍ ＡＳ と ＢＳ７７５０ に よ る 管 理 方 法 は 極 め て 似 通 っ て い る が 次 の 点 で 相 違 す る。

・前者は生産拠点の みを対象とするが、 後者はあ らゆる業種・ 規模 の組 織を対象とする。

・前者は公認環境審 査人 によ る環境声明書の公表を必要とする が、 後者は必 要としな い。

１・〕 Ｅ Ｍ ＡＳ の 採 用 と ド イ ッ 企 業 の 考 え

ドイ ツでのリサイクリ ングの徹底や廃棄物の減量施策は広く知 られる とこ ろである。 管

理ないし開示 レペ ルの極めて高い ＥＭＡＳ を採用 する企業／ サイ トが９７ 年６月 末現在６５０

（ドイッ外 は１５０） も存在し、 その レベ ルを高 める べく 環境報告書、 環境声明書を通 じて

相 互 に 競 い あ っ て い る と い う。 こ の こ と は 国 民 意 識 の 高 ま り も あ る が、 ゾ チ ア ル ビ ラ ン ツ

以 降 エ コ ビ ラ ン ツ に っ な が る 環 境 会 計 の 功 績 で も あ る と 考 え る。

４． 公的 部門における環境情報の開示と 公会 計システム

日本にお ける 国家公務員数は１１６万人、 地方 公務 員数は３２７万人で合計４４３万人となる。 国

及 び地方公 共団体の環境情報はどうなって いる ので あろうか。 これらの職員の属する組織 は・

事業 者／消 費者と しての環 境保全に 向けた 取組み の率先 実行の推進 等を 行って はいるが、 環

境ＩＳＯ 規 格を採用 する動き はなく、 さ らに組織
ごとの環 境情報を 集計・開示 する試み も見ら

れない。 ２１世紀にかけて、 わが国の大企業を中心と して環 境ＩＳ０ 規格の採用が一般化した場

合、 上 記 の こ と が 問 題 化 す る よ う に 思 わ れ る。
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な お、 集 計 す る の み で も 大 企 業 レ
ベ ル の 計 算 シ ス テ ム が 必 要 と な る。 ま た、 行 政 改 革 に 関 連

して 公的部門の効率性・採算性の評価も求め られ てい る。 しかし、 現行の単式簿記に もと づく

公会 計システムでは容易にこれ らの要求に応える こと はできない。 環境の側面か らも公会計に

おける複 式簿記の早急な採用を図る必要性が高まって きたと考える
岨）
。

お わ り に

本 稿 で は、 環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の 国 際 規 格 化 の 経 緯 と 内 容
を 概 説 し、 そ の 前 提 の 下 に

規 格採用 に伴う間 題点を 考察 した。 次 に、 米国及 び日本の 環境活動
と現状 をＩＳ０ 環境規 格と

の関係 でやや詳細に検討し今後の方向を模索 した。 さ らに、 視点を替えて環境会計が環境 マネ

ジ メ ン ト シ ス テ ム 規 格 に 与 え た 影 響 を 英 国 と ドイ ツ に つ い て 検 討 し た の ち、 わ が 国 に お け る 公

的部 門の環境惰報と公会計 システムの間題点 に触 れた。

９７年７月２０日の日経記事 によ れば公会計基準を統 一する プロジェク トを国際機関が発 足さ

せ る と と も に、 大 蔵 省 も 公 会 計 基 準 の 整 備 に 着 手 す る と い う。 ま た、 わ
が 国 に お い て も、 決 算

情報 など投資家向けの情報をイ ンターネッ トを通じて公開する企業が急増 しており、 そ の数は

９７年５月 現在で東証上場１，７８１社の３割近く に達した由。 多くの
会社は決算発表 の翌 日には詳

細 内容を ホーム ペー ジに掲載 し投資家 の便に 供し ている。 さ らに、 広告特 集 「企業 経営と環

境」 「環境通信」 な ども目立っ ようになってきた。

わ が国の環境情報はいかにあるべきな のであろうか。 われわれ社会関連学 会も何らかの行動

を起す必 要があ るよう に思わ れる。 前述 の機運 を
と らえ、 たとえ ば決算 発表の 翌日にホ ーム

ページに掲載する詳細内容のなかに環境 情報を含ませることの支援に始まり、 や がては、 ドイ

ッに見られるような環境報告書、 環境声 明書のランク
付けを行うこと も可能な のでな かろうか。

こうした試みが世界的に拡大す れば、 ミク ロの数値をマクロ指標に接近させ る手法の一っ とし

て 評 価 さ れ、 ひ い て は 地 球 環 境
の 改 善 に 寄 与 す る よ う に も 恩 わ れ る。

多くの点で私見を述べさせて いただいたが、 このささやかな検討 が、 若干でも各位の研究に

寄 与 す る こ と を 得 れ ば 幸 い で あ る。
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